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【要旨】 
 
① 近年、日本でＭＯＴ教育の必要性が強く認識されるようになった。このため国において

もＭＯＴ教育への支援が急増している。これに対応して大学においてＭＯＴ講座の設置

が増加している。 
 
② 今回筆者らが行った企業のＭＯＴ教育の実態に関するアンケート調査によると、現状Ｍ

ＯＴ教育は若手技術者よりはマネージャーを対象とし、選抜よりは広範囲の社員にチャ

ンスを与え、社外機関の活用よりは社内での実践を重視し、起業や社外資源活用能力よ

り社内の身近な技術経営課題の解決能力の育成を重視して行う方向が示されている。Ｍ

ＢＡ的能力はあまり重視されない。 
 
③ このような企業側の実態は､大学など社外ＭＯＴ教育機関への期待がそれほど高くない

ことを示し、国のＭＯＴ教育支援を、大学向け支援から企業向け支援中心に変更を求め

るものである。しかし企業単独でできないＭＯＴ教育もあり、大学を含めた国全体とし

てのＭＯＴ教育システムの構築が必要である。 
 
④ ＭＢＡ型とは違う実践重視のＭＯＴ型経営者育成システムは、新たな日本型経営者育成

システムを生み出す可能性を秘めている。それを成功させることは、日本の競争力強化

にとって非常に重要である。 
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図表Ⅱー１２　技術経営で必要な能力と習得の場の関係
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図表Ⅱー１３　技術経営で必要な能力と習得の場の関係
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図表Ⅱー１4　技術経営で必要な能力と習得の場との関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表Ⅱー１５　技術経営で必要な能力と習得の場との関係
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「ＭＯＴコースで」という回答は、ＭＯＴに関してあまり必要とされない、ＭBＡとして
の基礎的能力、新規事業でビジネスモデル策定能力、起業家としての能力などにおける習

得の場としてふさわしいとみられており、社外の育成機関は、MOT教育の場としては余り
重要視されていないことがわかる。 
また同時に「企業内研修」もあまりふさわしい場とは見られていない。したがって、本

質的に実践的な習得が困難な社外機関や、実践との有機的な組み合わせがない場合の「企

業内研修」は余り重要視されないことがわかる。このようにみると、近年日本で増加し始

めた大学等のＭＯＴ専門職教育の成立条件は厳しいものがあることが示唆される。 
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 ８．社内で教育・育成するに当たっての問題点 
前項７で示されたように、日本企業は現時点では、企業内で､実践的なＭＯＴ教育を行う

ことを重視している。その場合の問題点としては、どのようなものがあるのか。 
回答では、指導できる人材が不足していることが多く指摘されている。次いで、自社に

おける「技術経営」の問題点を明確に指摘できないことが上げられている(図表Ⅱ―１６)。 
 

  

図表Ⅱー１６　技術経営人材を社内育成する場合の問題点
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９．社外のＭＯＴ人材育成機関への期待度 
社外のＭＯＴ人材育成機関に対する期待内容としては、「選別された経営幹部候補生への

技術経営教育のアウトソーシング機関として」が最も多い。ついで「新技術分野や新技術

戦略･手法に関する情報収集の場として」、さらに「産学連携や事業開発などに活用できる

人脈つくりの場として」が他の項目と比べ比較的多くの期待を集めている（図表Ⅱ―１7）。
すなわち社内ではできない、一部選抜者教育でのアウトソーシング、新規情報の収集、人

脈つくりの場といった役割である。こうした分野での社内教育機関との棲み分けが期待さ

れている。 
 
 

 21



 

図表Ⅱー１7　社外技術経営人材教育機関への期待度
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１０．ＭＯＴ人材育成機関を終了した人材への期待 
大学など社外のMOT人材育成機関を終了した人材に対し、どの程度企業は期待している
のだろうか。「非常に期待」しているとされる項目をみると、第一には「技術戦略の策定」

が上げられている。次いで「研究企画･技術企画」「次世代新技術の研究･技術開発」「新規

事業の事業化推進」「CTOまたはその候補者」がほぼ同じ割合となっている（図表Ⅱ―１８）。 
もともと図表Ⅱ―１２に示されたように、社外MOTコースに対する期待はそれほど大き
くなかったので、今解決すべき課題よりも、やや将来に向っての課題解決への期待が示さ

れている。 
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図表Ⅱー18　技術経営人材育成機関を終了した人材への期待度
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以上、今回のアンケート結果から判断すれば、現在の日本の製造業における技術者教育・

ＭＯＴ教育の実態としては、 
①技術系人材の経営陣到達割合は事務系人材より低く、経営的能力を養う技術系人材教

育がより必要とされている。このためもあり、ＭＯＴ教育の必要性は将来のものではなく

すでに現実のものであり、約４割の企業は何らかの形でＭＯＴ教育を実施している。しか

し現状の内容では不十分と認識している。 
②教育の場は自社内のＯＪＴや実践が中心で、外部の教育研修実績は昇進では評価され

ないなど自前主義的な色彩が濃い。 
③ＭＯＴ教育の対象者は選抜された少数の人材ではなく、できるだけ広い範囲の人材に

機会を与える方向である。 
④ＭＯＴ人材に求められる能力に関しては、今回のアンケートで提示された各項目間で

あまり差がないが、「起業家としての能力」を必要とする回答が他の項目と比べ極端に少な

く、また「事業化推進能力」「知的財産を積極的に活用する能力」「新規技術を用いたビジ

ネスモデルを策定する能力」「ＭＢＡとしての基礎的能力」「外部の技術資源を活用する能

力」が比較的必要性が低かった。これは現時点でＭＯＴとしての認識が、社内のプロジェ

クトマネジメント遂行能力を持った人材育成と比較的限定的に認識されているためと考え

られる。 
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⑤このため、ＭＯＴ教育の対象階層としてはマネージャークラスが想定されているし、

ＭＯＴ教育の場としても企業内の実践教育が中心で、社外のＭＯＴコースなどは重視され

ていない。 
⑥社外のＭＯＴ教育機関への期待としては、社内では適切な教官が不足しているためで

きない選抜者向けの教育、社内では分からない新規情報収集や人脈作りが、またＭＯＴ教

育を受けた人材への期待としては、「技術戦略の策定」、「研究企画･技術企画」、「次世代新

技術の研究･技術開発」「新規事業の事業化推進」「CTOまたはその候補者」と言う項目が高
い。 
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Ⅲ．日本におけるMOT教育の問題点と今後の対応 
  
日本におけるＭＯＴ教育の必要性の高まりとそれに対する国や大学の対応、および現状

における企業の技術者教育、特にＭＯＴ教育の実態について概観した。この状況を一言で

言えば、「ＭＯＴ教育に対する漠然とした期待の膨張と、コンセンサス・グランドデザイン

の不足」といえる。しかし、今後ＭＯＴの重要性は益々増していくことが考えられ、それ

を日本企業に適したやり方で成功させ、日本企業が持つ技術的な力を経済価値に結びつけ

る必要がある。以下では、問題点とその対応について検討する。 
 
 １．ＭＯＴのコンセンサスを得る 
 既に述べたように、ＭＯＴは多様な要素を含むため、多様なコンセプトで語られること

が多く、なかなかコンセンサスが得られない。しかし明確なのは、ＭＯＴは技術を経済価

値に結びつけることで、企業や国の競争力を強化することが目的であるということである。

このようなコンセンサスに収斂させてゆくことが、今後日本においてＭＯＴをより効果的

に推進する前提となる。 
 
２．主役は企業、ターゲットは経営者 
ＭＯＴでは、個々の理論やツール以上に実践が重要である。理論やツールをベースにし

て、技術者に実践のチャンスを与え、評価して、また新たな理論化やツール変更へと繋ぐ

一連の活動が不可欠で、その場は企業が主体となる。企業が自社責任でその任を果たすこ

とが基本である。国の支援も、企業が主役であると言う軸を中心になされるべきである。 
また企業において主役になるのが、最終的には技術を理解する経営者である。その育成

過程においては、既に述べた市場のニーズと社内外の技術動向を知り、自ら付加価値が高

い商品としての企画を練り、社内外の技術資源をまとめてプロジェクトを率いることがで

きる中核的人材の育成が付随する。 
そのような人材を、従来のように、自然発生的に選ばれるのを待っていたら経営トップ

になるのに６０才近くになってしまう。それではエネルギッシュな若い世界の経営者と競

争することはできないであろう。従って入社１０年程度で選抜し、ＭＯＴ教育とその結果

でさらに選抜し､貴重なポスト、すなわち実践の機会を与え、その成果でさらに選抜し、最

後は世界の一流のエグゼクテイブＭＢＡコースで各国の経営トップと交流するなどで、５

０歳当たりまでにはトップ経営者になれるようなキャリアパスの中に､ＭＯＴコースを入

れるべきである。 
 
３．国全体としてのＭＯＴ教育システムの構築 
このようなＭＯＴコースを、１企業だけで揃えることは幾つかの点で困難である。第一

に自社内に教官が不足している。第二に理論化やツール化に関しては､大学等がより適切な
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面がある。第三に自社内の課題は、社内の人間だけでは見つけにくい。第四に他社との他

流試合や人脈形成も必要である。１企業だけでそれを完結しようとすれば、コスト的にも

負担が大きい。 
従って､国や産業界全体が協力して､日本全体、さらに世界全体のＭＯＴ教育に資するよ

うなケースの提供や理論化を行ったりする必要がある。アメリカのＩＲＩなどに見習った、

産業界､学会の協力は重要になる。 
 
４．今後の大学等ＭＯＴコースのあり方 
 日本におけるＭＯＴ教育に対しては､現状大学等を中核として国の支援がなされている。   

確かにアメリカにおいては大学等がＭＯＴ教育の中核になっている。しかし既に述べたよ

うにアメリカと日本では状況がかなり違っている。大学等のＭＯＴコースが､企業や国のさ

し迫った競争力強化にどのように繋がるのか見えにくい。また優秀な社員の貴重な時間を

通学に奪われることに関して､企業(上司)のみならず､競争社会に置かれている本人にも危
惧がある。 
実際、学生として企業からの派遣社員を期待したけれども、予想よりもはるかに派遣社

員が少なかったとする大学等が見られる。数少ない自費社員学生の大学等間での奪い合い

が見られ、大学等のＭＯＴコースが増加するにつれて、１大学等当たりの志望者数が減少

しそうである。社員学生をあきらめ､設立時は想定していなかった学部学生を対象に広げる

大学等もみられる。 
 今後､日本においても､自分のキャリアアップを自分の責任と考える社会人は増加するで

あろう。しかし受け入れ側の企業には､資格だけで採用する姿勢は少なく、卒業生の就職先

が今後増えるかどうか予断を許さない。 
 結局､日本全体のＭＯＴ教育システムの中では、大学等はカスタム化された個別企業にお

けるＭＯＴコースの支援、産業界との協力による理論化､ツール化、および学生相手の基礎

的なＭＯＴ教育、アジアなど海外の社員学生を対象に限定される可能性がある。 
 
５．増加する企業のＭＯＴコースの意義 
一方企業内に設置されるＭＯＴコースは､今回の企業アンケート調査でみられたように、

企業がＭＯＴ教育を、社内で､実践と一体的に､経営者育成のキャリアパスの一環として活

用する意図が強いため、今後も増加するとみられる。 
これは、欧米やアジア企業が､経営者育成をＭＢＡ教育システムの活用によって育成しよ

うとするのと異なる､日本独自のやり方とみることができる。従来日本企業は、非技術中心、

理論中心､資格重視のＭＢＡ型経営者育成法を拒否していた。その結果､欧米企業やアジア

企業と比べ有効な経営者育成手段を持たず、経営面で劣勢に置かれていた。しかしＭＯＴ

という､独自の経営者育成法で効果を上げれば、経営面での劣勢を挽回できるチャンスが期

待できる。その意味でも､日本におけるＭＯＴ型経営者育成は､重要な意味を持っている。 
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おわりに 
 
 日本においては､現在ＭＯＴ教育は一種のバブルに近い盛隆を呈し、国の支援金額の大き

さと大学等におけるＭＯＴコースの増加は目を見張るものがある。しかし冷静に企業側の

実態を調査すると、そのような動きに惑わされず、企業の競争力獲得に必要な方策として、

大手企業を中心に自社内で､理論化と実践とを一体化させたＭＯＴ教育活動が始動し始め

ている。 
 従来日本企業は経営者育成方法としてのＭＢＡ型システムを重視してこなかった。それ

は日本企業が､机上の理論よりは現場の実践､資格よりは成果、若さよりは経験を重視する

姿勢が強いためと考えられ、他の欧米諸国のみならず､アジア各国企業との際立った違いに

なっている。しかし、従来とは違う競争環境に立たされた日本企業にとって､そのような姿

勢が、今日まで長く続いた経営不在型不況の原因となっているのは確かであろう。 
 このような状況を打破する目的で生まれたＭＯＴ型経営者育成システムは、従来の日本

型とＭＢＡ型の中間に位置し、短期間に、理論と実践の一体化をベースとして、資格だけ

でない成果も評価して経営者を育成するシステムである。 
 日本企業が日本企業らしいやり方で､無理なく新たな経営者育成システムを成功させる

ことが、今後の成長の鍵を握ると考えられる。 
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